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1 本研究と本稿について

最初の汎用機IBMSystem/360の発表からわずか17年後の1981年， Boehmは著

書“SoftwareEngineering Economics"の中で「ソフトウェアクライシス」という

語を用いて， 1T産業とその将来を憂いた。それから25年の時間経過の中で，ビジネ

スコンビュータを取り巻く環境も大きく様変わりし，ソフトウェア開発技術やフ。ロ

ジェクト管理法についても飛躍的な向上をみてきた。特にソフトウェア工学は

Boehmの憂いた「ソフトウェアクライシスJへの抑制力として多大なる貢献を果た

してきた。また， LAN，オブジェクト指向，サーバ処理， Web技術などの多数の新

技術が登場し，ソフトウェアクライシスは時の彼方へと遠のいていくものと考えら

れていた。

2005年度の調査データでは， Boehmの示したソフトウェアクライシスの兆候は

薄れ，現在の企業IS部門の1T支出の内訳は大きく変化している(表1を参照)。ソ

帯広島経済大学経済学部教授
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表 1 2005年度のIT支出の内訳 (表記小数点以下は四捨五入)

支出の内訳項目 割合(%)

ハードウェア費 24.0 

ソフトウェア費 17.8 

保守費 12.3 

内部人件費 19.1 

外部委託費 13.8 

ネットワーク回線使用料 9.3 
施設運用費 3.6 

(出戸~ : CIO Magazine， 2006， 1月号(5)，IDG. ]apan.) 

フトウェアに関するメンテナンス経費は明らかに縮小し，一見すると極めてバラン

スのとれた内訳にも映る。この一方で、，企業における年間の1T支出構成を実際の作

業別に分類していくと， r修正・拡張Jr保守Jr運用」の三つの占める割合だけで，
実に全体の75.8%にも上る。また，平成15年3月に総務省から報告された「企業に

おける 1T活用調査」によれば，日本国内における 1T投資への効果は極めて低いも

のとして表れた。特に， fIT投資の効果がト分にあった」と回答した企業は，米国
の22.3%に対して，圏内ではわずか3.5%にすぎない。同様に， 1T導入の効果が上

がっていないと回答した国内企業の比率は24.4%にも及んでいる。このような調査

が必ずしも企業の 1T投資の現状を正確に捉えているとは断言できないが，特に米

国との聞に1T格差が生じつつあることは間違いない。

企業の1T投資効果への疑念は，今後の1T投資に対して悪影響を与えるだけでな

く，企業の 1S部門に対するコストセンタ一意識をますます増長させることにもなり

かねない。また，このコストセンター化の要因について慎重に見極めなければ，単

純にROI(Return On 1nvestment)などのアプローチを導入してみたところで，

抜本的な解決策とはならない。 1T投資と 1T投資効果の聞に潜む課題を克服するた

めには， 1Tガパナンスの導入や要員を配置するだけでなく，過去から現在に至るま

での情報技術と 1T市場への理解，さらに1Tベンダーや情報関連事業者の用いるロ

ックイン手法についても熟知しておかなければならない。前者が手法や方法論的で

あるのに対して，後者は学習的なフ。ロセスに近い。現場においては前者を採用する

傾向にあるが，実際には後者の下支えがなければ，手法や方法論的な策はあまり効

果を上げない。C10や1S部門は往々にしてこの問題の内的要因へと傾倒し過ぎ， 1T

ベンダーや情報関連事業者がどのような戦略や手法によって顧客を獲得し，ロック

インしていくのかについて十分に理解しようとはしない。これでは，どんなに有用

な手法や方法論であったとしても，十分に機能する機会は必然的に少なくなる。
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本研究の目的は，(1)ビジネスコンビュータ市場の創生期にまで遡り， 1Tベンダー

がどのように顧客を獲得し，同時にロックインしてきたのか，歴史的な概略を示し，

(2) S1 (System 1ntegrator)・SP(Solution Provider)ビジネスはどのように成長

し，またどのように顧客をロックインしてきたのかについて検証することである。

この(1)と(2)については顧客企業に関する内的要因ではなく，外的要因であるために，

これまで研究対象とされることはほとんどなかった。そこで，先行して行うこの二

つの検証の後に， (3) 1S部門とベンダー・ロックインに係わる内的要因の検証を行

う。これにより，これまでi慶昧であったベンダーの顧客獲得の手法と顧客ロックイ

ンの関連性について明確にすることができる。同時に，顧客ロックインが1S部門に

対してどのように作用し，企業の 1T投資にどのような影響を与えていくのかにつ

いても理解を深めることができる。

本研究では，対象となる 1Tベンダーの戦略を分析するために， M1T Sloan Busi-

問団SchoolのArnoldoHaxとDean& CompanyのDeanWildeにより開発され

たデルタモデルを使用した。先端テクノロジーやノ、イテクに関するビジネスの分析

には， Porterの競争戦略フレームワークやRBV(Resource-Based View )の戦略フ

レームワークなどのいずれか一つだけでは十分に機能しない。このため，本研究で

はこれらの戦略フレームワークを発展的に統合し，特に戦略ポジションと戦略優位

性の分析ツールとして大変有効に働くデルタモデ、ルを採用することにした。 1999年

に発表された新しい戦略フレームワークであるが，極めて完成度も高く，応用範囲

も広いことから，これから注目されることになろう。

なお，本稿は上述の研究目的の(1)に該当するものであり，ビジネスコンビュータ

市場における顧客獲得の手法と 1Tベンダーのロックイン戦略に関する検証結果に

ついて報告するものである。本稿に係わる検証対象は二点に大別される。一点は，

IBMと汎用機市場の形成(第一世代から第二世代のビジネスコンビュータ， IBMを

「巨人」へと成長させる原動力となったSystem/360，IBMの市場独占を完成させた

System/370とそれ以降の汎用機)についての検証結呆である。もう一点は，マイク

ロソフトを中心にした PC市場の形成 (DOSの誕生から Windowsへの移行期，

Windowsにみるマイクロソフトのロックイン戦略)についての検証結果である。そ

して，この二点の検証結果の対比から，汎用機の覇者IBMとPC市場の絶対的な勝

者マイクロソフトの戦略面における本質的な相違点について記すものである。
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2 第一世代~第二世代のコンビュータ

レミントンランドから最初の商用コンビュータである“RemingtonRand 409" 

が発表されてから，わずか 2年後の1951年に“UNIVAC・1"は誕生した。この

UNIVAC・1の登場を一つの境界年として，第一世代のビジネスコンビュータ市場を

IBMとスペリーランドの二社が覇権をかけて争うこととなった。 IBMは1953年に

当時のレミントンランドに対抗した1401を発表する。この後， IBMはTMCを買収

し，そして IBM650にコアメモリ一方式を採用し， PCS (Punch-Card System)と

組み合わることにより，ビジネスコンビュータ市場において大きなシェアを得た。

スペリーランドも“SolidState 80"で反撃に出るが， IBMからも7070(大型)， 

1401 (中型)， 1620(学術用)が登場し， 1964年に発売されたIBMのSystem/360によ

りこの勝敗は完全に決した。

IBMは第二世代までのビジネスコンビュータ市場において大きな成功を収めた

が，この成功と System/360の登場以降(第三世代以降)との聞にはその成功要因に

関して大きな差異がみられる。第一世代から第二世代のコンビュータにおける IBM

の成功は，スペリーランドに代表される他のコンピュータメーカーらとは明らかに

異なる事業戦略を採用したことから得られたものであり，コンビュータ性能そのも

ので競合他社を凌駕し，その地位を勝ち得たわけではない。ビジネスコンビュータ

市場の創生期において， IBMほど早期に事務処理用途に特化した周辺機器整備，販

売網，レンタル販売制度，保守管理体制，サポート網を構築できた企業はなかった。

また，潤沢な資金力を基にしたレンタル販売と積極的な新規法人顧客の開拓により，

コンビュータ運用の能力や経験に欠ける未熟な法人顧客を一気に固い込んで、いった。

Delamarterはこの当時のIBMの事業戦略も「ロックイン」として記しているが，

現在のIT市場やITビジネスが駆使するような高度な事業戦略ではなく，所謂「ク

ラシック(古典的)Jなロックインの範曙のものでしかなかった(表2を参照)。

この時点でのIBMの成功は，純粋にコンビュータの技術で他を制圧した結果と

して得られたものでもなしまた競合他社を消し去った上に得られたものでもなか

った。このため， IBMは新規法人顧客の開拓を強力に推進し続けながら，一度獲得

に成功した法人顧客を逃がすことなし固い込むための様々な手段を講じていった。

コンビュータ本体に限らず，周辺機器やソフトウェアまでも IBMブランドで固い

込み，競合他社はおろか，周辺機器メーカーすらも顧客企業から締め出していった。

このような地道な努力の成果として， 1964年のIBMのシェアは既に80%以上にも

達し， rビッグブルー」とも称されたIBM黄金期への礎とした。
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プログラム

管理プログラム

ハードウェア

図1 初期のビジネスコンビュータ動作環境の概念図

この当時のコンビュータ処理では，パンチカード群から構成されるプログラム(デ

ータ部も含む)を一旦磁気テープへ保存しておき，その磁気テープからプログラム

データを読み込み，処理を実行していた。この他にも，コンパイラーや入出力装置

の制御ドライパーに相当する複数のフ。ログラムも順次に実行していかなければなら

ず，このような複数の工程を一連の流れとしてパッチ処理していた。現在の OSとは

異なり，この当時はモニターや管理フ。ログラムと呼ばれ，極めて原始的な役割しか

担ってはいなかった。図 1の動作環境の概念図では分類上から三層として表してい

るが， OSという用語が定着するのも， OSを含めた三層のコンビュータ動作環境の

概念が成立したのも System/360の時代に入ってからであった。

第一世代から第二世代のビジネスコンビュータ市場では，IBMを含め，全てのIT

ベンダーがドミナント・デザインを求め，試行錯誤を繰り返していた。この当時に

IBMの有していた主なロックイン・ツールはPCS(Punch Card System)であった

が，あくまで原始的な半機械式装置であり，高いロックイン効果を生み出すもので

はなかった。

表2 IBMにみる事業戦略(初期のビジネスコンビュータ市場)

過程 段階

ドミナント・デザイン ム

ロ 将来へのコスト × 
‘Y 

ク サンクコスト ム
イ
ン ネットワーク外部性 × 

競合企業のロックアウト ム

業界標準 ム

システム・ロックイン × 
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表2はデルタモデル中において使用される「ボンデイング・コンティニュアム」

の概念に準じて作成されたものである。戦略ポジション (iカスタマー・ソリューシ

ョンJiベスト・プロダクト」または「システム・ロックイン」の準見略オプション

のいずれか)にかかわらず，市場における独占的な業界標準の地住に到達するため

には，表2中の「ドミナント・デザイン→顧客のロックイン→競合企業のロックア

ウト→業界標準Jの過程を経る。表2ではこの各過程を ix→ム→O→(QlJの四段

階として記し，事業戦略の進行と深度を表している。ただし， i (顧客の)ロックイ

ン」だけは実際にどのようなロックイン・ドライパーが働き，その各ロックイン・

ドライパーがどのレベルで作用していたかも表せるように， i将来のコストJiサン

クコストJiネットワーク外部性」の三つに分けている。最終項目の「システム・ロ

ックイン」は，システム・ロックインの戦略ポジションを採るか，もしくは自然的

にその状態へ進展した場合に，前述と同様に四段階として表す。

3 I BM System/360 

1964年， IBMは iSystem/360J(以降， iS/360J)を発表した。この S/360では

初めて完全なシリーズ・ラインナップ化の概念が導入され， i30J i40J i50J i60J 

i62J 170Jの6機種(最終的には14機種)を発表し，それまでの中小型システム(1401

シリーズ)と大型システム (700/7000)の二つの異なったシリーズを統ーした。こ

れにより，同系の OSプラットフォーム上において，小型から大型まで，また科学技

術分野から事務処理分野まで，幅広いニーズに対応することを可能にし，劇的に汎

用性を高めた。また，顧客の導入予算や運用コストの要望に合わせ，下位機種の導

入からスタートし，必要に応じて上位機種に移行することも可能とした。

S/360シリーズ機種であれば，異なる機種に移行したとしても，ソフトウェアや周

辺機器の互換性は保たれる。この S/360シリーズのアーキテクチャに限定されるも

...・2・... . . -. ， . 
' . 
2 ...... 

アプリケーション&データ

os 

ハードウェア

図2 System/360にみる OSの変化
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のの， OSにより，アプリケーションは機種間で異なるハードウェア・プラットフォ

ームの呪縛からようやく解放されることとなり，現在OSの定義に相当する役割を

担うに至った。

当然の事ではあるが，この S/360シリーズ機種聞の互換性は法人顧客から大変魅

力的なものと映り， IBMは多くの法人顧客を獲得していった。この市場での成功に

より， IBMは「巨人」や「ビッグブルー」とまで称されほどに，自ら開拓した汎用

機(メインフレーム)の市場を独占していった。 1960年代末には， IBMの汎用機は

ビジネス向けの大型コンビュータ市場において不動の地位を確立するに至り，競合

他社を完全に圧倒していた。この当時， IBMの他にUNIVAC， Honeywell， GE， 

CDC， RCA， NCR，パローズの大手7社も存在していたが，各社で市場の残りのシ

ェアを分け合うしかなかった。

ところが，この S/360アーキテクチャの設計責任者であったAmdahlは，この

S/360アーキテクチャそのものについて満足していたわけではなく，結果的に，不完

全な開発フ。ロジェクトに終始することとなった。これを事実として裏付けるように，

OS/360 MVT (S/360の上位機種)は発表されず， IBMは早々に System/370へと

移行していった。図 2を前提として，この当時のIBMの事業戦略について検証を行

う限り， OS/360シリーズにより法人顧客を開拓したことになるが，実際には，

OS/360シリーズは未完成のままでSystem/370へ移行していた。つまり， S/360は

発表当初の技術的な完成形に到達する前に市場を獲得しまったことになる。

IBMがS/360の発表時に採用したアプローチは， i汎用機」という新たなビジネ

スコンビュータの商品化を宣言し，将来の「開発ロードマップ」を明示したことに

もなる。コンビュータ史中では， S/360により IBMの法人顧客はハードウェア・ロ

ックインから解放されたと記している資料もある。しかし，事実としては， IBMは

S/360により法人顧客に対して，汎用機(シリーズラインナップ化を含む)という概

念と将来的なその開発ロードマップを明示し，S/360シリーズの将来性と IBMコン

ビュータの優位性を訴求していたにすぎない。別の観点に立てば， IBMはS/360シ

リーズというコンビュータの未来像を法人顧客に明示し，競合他社とそのコンビュ

ータの将来性への危慎を抱かせたとも言えよう。現在でこそ， ITベンダー各社が独

自の開発ロードマップを先行的に明示することは珍しくなくなったが，この当時の

販売手法としてはかなり先進的かつ攻撃的であった。

この強引とも言える IBMの販売手法の背景には， S/360開発フ。ロジェクトに投じ

た莫大な研究開発費があり， S/360シリーズの成功は命題であった。この研究開発費

として 5億ドルを要したとされるが，実際にはそれは氷山の一角にすぎず，世界各
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表3 IBMにみる事業戦略 (Sysiem/360登場後)

過程 段階

ドミナント・デザイン O 

ロ 将来へのコスト 。
、y

ク サンクコスト ム
イ
ン ネットワーク外部性 × 

競合企業のロックアウト O 

業界標準 O 

システム・ロックイン × 

地に建設された新工場なども含めると，実に 4年間で50億ドルを投じたと推定され

ている。また，その先端性が仇となり，ソフトウェアに関する開発プロジェクトに

遅延が生じ，プログラマー約2000人が新たに投じられるなど，世界規模でのIBMの

従業員数は5万人も増加していた。 IBMは，正に社運を賭けてこの S/360に臨み，

後戻りできない状況にあった。

S/360のシステムアーキテクチャと開発ロードマップを示すことにより， IBMは

競合他社の製品群に対する優位性のプレゼンテーションに成功し，初めてドミナン

ト・デザインへの足掛かりを得た。これにより， S/360シリーズの発売開始後から

IBMのブランドイメージは明らかに高まり，特異なシリーズ・ロックインも作用し

始めた。この S/360シリーズはIBMに大きな成功をもたらしたが， OSそのものが

即効的にロックイン効果を生み出し， IBMに不動の地位を与えたわけで、はない。顧

客が新たに S/360製品を導入したとしても，顧客自身の学習フ。ロセスが進行し，新

たな OSとシステムアーキテクチャが顧客に浸透するまでにはかなりの時間を要す

る。システムアーキテクチャまでも一新するようなケースでは，導入時点からラー

ニング・ロックインの効果が得られるようになるまでには一定の期間経過を待たな

ければならない。つまり，実際にラーニング・ロックイン効果が顧客から広く得ら

れるようになったのは， 1971年に S/360を置き換えたSysiem/370以降ということ

になる。

4 System/370以降の IBM汎用機

System/370 (以降， S/370)の目標はS/360の進化的な拡張であり，実際の運用
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上から明らかになったS/360のボトルネック，技術的な制約，追加すべき新機能な

どを踏まえて，新たな機種シリーズと OSを提供することにあった。また，メモリー

などの部品コストの低下や処理速度の向上から，システムアーキテクチャの拡張や

性能面の向上にも取り組む必要があった。 S/360とS/370の大きな違いは，命令群

の拡張に加えて，多重処理機構の追加， DA T (Dynamic Address Transfer)によ

る仮想記憶が使用できるようになったことが挙げられる。

S/360の先進性と販売戦略の成功は，単に汎用機市場を開拓し，拡大しただけでは

なく， IBMをビジネスコンビュータ市場全体の覇者へと変えていった。これと同時

に， S/360の顧客が加速的に増加するのと歩調を合わせるかのように，時間経過の中

で，顧客はIBM製品とソフトウェア開発への経験を積みながら， IBMの顧客ロッ

クインの中に自ら進んで、深く沈んで、いった。この段階においては， IBMへのプラン
(33) 

ドイメージは既に不動のものにまで高まり，ネットワーク外部性も働き始めていた。

また，既存顧客にはラーニング・ロックイン効果も顕著に働き始め，サンクコスト

の意識に縛られるようになっていた。顧客の IS部門にラーニング・ロックインが働

き始めると， IS部門管理者にはシステムアーキテクチャに関して保守的な思考が強

まる。特に，巨額の導入経費を投じて S/360から初めてコンビュータを導入した顧

客IS部門にとって，始動時からのシステム開発やシステム運用に関する知識と経験

は簡単に放棄できない貴重な資産となっていた。この種のサンクコスト型のロック

イン効果が強く作用している企業に対しては，競合他社のつけ入る隙はないに等し

し、。

表4 IBMにみる事業戦略 (System/370登場前後)

過程 段階

ドミナント・デザイン 。
ロ 将来へのコスト 。
‘Y 

ク サンクコスト O 
イ
ン ネットワーク外部性 ム

競合企業のロックアウト (34) O 

業界標準 。
システム・ロックイン × 
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図3 System/370以降にみる OSの変化

ところが，IBMのS/360による成功は，IBMに対して深刻な課題を突きつけるこ

ととにもなっていた。 IBMのS/360による顧客ロックイン効果は，同時に， IBM自

らへのロックインとして作用し始めたのである。S/360へのラーニング・ロックイン

効果が顧客に対して強く作用すればするほど， S/360への過剰慣性(経済用語として

の「ロックインJ)も強まり，反対に S/360から IBMが囲い込まれる状況となり始

めていた。最終的に，既に顧客の情報環境基盤にまでなりつつあった S/360の存在

を無視し，新たなシステムアーキテクチャを提案するような冒険策は採れなかった。

結果的に，S/370では下位互換性の提供を前提として，新機種シリーズのシステムア

ーキテクチャを開発することになった。この時から， IBMは自社の旧製品からの強

大なロックインと対峠することとなる。 IBMはこれ以降も，この S/360とS/370を

含め，その後に登場した歴代のシステムアーキテクチャとの下住互換性を維持し続

けることになる。

この S/370シリーズにおけるシステム開発モデルにはある変化が生じていた。

S/360時代後半から登場し始めたデータベースが普及し，ミドルウェアの概念がOS

とアプリケーションの間へ住置された。このミドルウェア層については， IBMから

の統制管理を受けなかったため，データベース製品を中心に多くのソフトウェア・

ベンダーが参入していた。

5 PC市場の始動期と DOSから Windowsへの移行期

1975年， IBMは自身では初めてとなる PC5100を発表した。 RAM容量こそ 64

KBにすぎなかったが， ROMの最大積載容量は 400KBにもなり，既に BASICや

APLなども動作し，科学研究分野を主要なターゲットとしていた。しかし， 5100の
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販売数は伸びず， IBMは始動期のPC市場において大きく出遅れた。

そこで，この PC事業での出遅れを早急に取り戻すべく， IBMは従来の閉鎖的な

製品開発手法とは全く正反対のアプローチを採用した。IBMの従来の製品開発と販

売へのアフ。ローチは完全な外部事業者のロックアウトであり，この徹底により強大

な企業へと上り詰めた。ところが， IBMの経営陣はPCに関しては外製部品，外部

委託開発，外部版社，そしてオープンアーキテクチャの採用を承認したのであった。

そして，この緊急策が功を奏し， 1981年8月には新たなPC5150が発表された。こ

の5150は大ヒットし， IBMはこの発売開始から 1年6ヶ月もの期間を米国向けの

IBM-PCのパックオーダー処理に追われることになり，世界各国でIBM・PCが販売
(35) 

されるようになったのは1983年になってからであった。ここにおいて， IBM はよう

やく狙い通りに始動期のPC市場において主導的な地位を子中にした。

表5 PC市場のJ始動期にみる IBMの事業戦略

過程 段階 (IBM)

ドミナント・デザイン O 

ロ 将来へのコスト O 
"j 

ク サンクコスト × 
イ
ン ネットワーク外部性 ム

競合企業のロックアウト ム

業界標準 O 

システム・ロックイン ム

1983年のPC/XT(5160)から PC/A T (5170)へと発展していく過程において，同

じIBM製品でありながら， PCのアーキテクチャと汎用機のアーキテクチャの聞に

はある差異が生じていた。 PCのハードウェアアーキテクチャの主要部分を共通化

アプリケーション&データ

oS (PC-DOS & MS-DOS) 

|/ノ吋ウエア。Vノ吋ウエア(iノ、ードウエア

図4 PC用DOSの基本アーキテクチャ
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し，詳細仕様が多少異なるようなノ、ードウェア環境であっても，同ーの OSとアプリ

ケーションが動作可能な実行環境を作り上げた。ハードウェア・プラットフォーム

の共通性の確保と単純な実行環境調整さえ加えれば， PC-DOSまたはMS-DOSが

動作し，アプリケーションも原則的に支障なく動作するようになっていた(図4を

参照)。

マイクロソフトの登場

IBMのDOS(Disk Operating System)の歴史を遡ると，テープ入出力を管理す

るTOS(Tape Operating System)をその起源とし， 1960年代の S/360からは暫定

的かつ補完的なディスク管理システムとしての役割を果たしていた。その後， DOS 

は仮想記憶を扱う DOS/VSへと役割を変えながら， S/370から S/390へ，そして現

在でも VSE/ESAの中にこのDOSの記述を見つけることができる。一方で、， IBM 

は1980年頃に PCの開発に着手し，この PC用の OSは rpC-DOSJと名付けられ

fこ。

マイクロソフトは1981年7月に QDOS(Digital Research)に関する全ての権利

を買い取り， IBM-PC向けの PC-DOSへの全権を握ると， IBMからの PC-DOSの

権利譲渡要請を拒んだ。その後， IBM向けの PC-DOSとOEM向け(互換機ベンダ

一向け)のMS-DOSとして二つのDOSを有することになった。 IBM-PC互換機が

登場してくる頃には， PC-DOSはIBM-PC上でのみ動作すること前提とし， MS-

DOSはIBM・PC互換機のために供給されるようになっていた。やがて PC-DOSと

MS-DOSの二つの OSは世界中で使用されるようになり， PC登場の以前には無名

であったマイクロソフトの名前も，瞬く聞に世界的に知られるようになった。

IBM-PCの爆発的なヒットと IBM-PC互換機の登場により， PC市場は急成長を

続けた。ところが， 1984年に発表されたPC/ATでは， IBMとしては信じ難いよう

なハードディスクの欠陥が発生し，一時的に PCの生産体制が整わない期聞が生じ

た。この頃から PC/AT互換機の勢力が強まり， CompaqやDELLのような新興勢

力の台頭を許してしまった。また， PC/AT互換機ベンダー聞の競争も激しくなり，

IBMのPC/ATのハードウェアアーキテクチャに完全準拠している PC製品だけ

では，市場での蔵しい競争に生き残れなくなってきていた。各PC/AT互換機ベン

ダーは独自の仕様拡張を試み始め，パスなどへの非互換の拡張も行われ， MS-DOS 

環境下でのアプリケーションの動作にも互換性の問題が生じ始めていた。IBMもこ

の事態を収拾し，自らの主導権を取り戻そうと努めていた。結果的に， PC/AT規格

は大ヒットとなったが，表6に示されるように，この時期にはIBM-PCとPC/AT
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表6 PC/AT期にみる事業戦略

過程 段階(IBM) 段階(Microsoft) 段階(競合他社)

ドミナント・デザイン 。 ム × 

ロ 将来へのコスト O O ム
、y

ク サンクコスト O O × 
イ
ン ネットワーク外部性 O O O 

競合企業のロックアウト ム O × 

業界標準 。 。 × 

システム・ロックイン ム ム × 

互換機の双方にネットワーク外部性が作用し， IBMはPC市場における統制力を失

い始めていた。

Windowsの登場

PC/AT期の市場における混迷の中で，いくつかの新たな動きが始まっていた。

IBMは1987年に PS/2シリーズの発売を開始した。 PS/2ではソフトウェア環境に

関する下位互換を採っていたが，ハードウェア環境に関する PC/ATとの互換性は

意図的に低くめられた。IBMはPS/2から PC市場に関する戦略を見直し， PS/2に

係わる一部の技術について高額なロイヤリティを課すという強硬な方策を採用し，

PC市場における主導権と収益性を再び回復しようと企んで、いた。

この一方で， PC/AT互換機ベンダーの中でも先導的なポジションにいた

Compaqは， 1987年にIBMに先行して， Intel 80386を搭載したPCを発売した。

この Compaqの例からも， IBMのPC市場における統制力と牽引力がこの時期に

いかに低下していたかが窺える。また， 1987年にはマイクロソフトから Windows2.

Oもリリースされた。このような PC市場における混迷期は1990年代前半まで続き，

明確なリーダーが不在のままでPC市場はさらに成長を続けていった。

マイクロソフトのDOSから Windowsへのシフトは， PCの処理能力と画像表示

処理能力の向上にまるで同調しているかのように進展していった。Windows2.0の

リリース時にはPCの処理能力も飛躍的に向上し，本格的な GUI(Graphic User 

Interface)環境を下支えできるだけの汎用技術も揃い始めていた。

マイクロソフトはDOSから Windowsへの移行過程において， OSとアプリケー

ションの聞に新たな「インターフェイス層」の概念と構造を導入した。コマンドプ
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図5 Windowsの動作構成

ロンプトを廃し， GUI環境によるユーザインターフェイスを提供することにより，

従来のDOS実行環境を完全に隠蔽するというものである。この実行環境下のアプ

リケーションからは従来のようにハードウェア制御命令を直接使用することはでき

ず，代わりにWindowsAPI (Application Programming Interface)を使用し，

インターフェイス層に処理を実行させる方式を採用した(図5を参照)。

1991年，マイクロソフトはWindowsのパージョンを3.0へと進め，リアルモード

(Intel 8086モード)，スタンダードモード(Intel80286モード)， 386エンハンスドモ

ード(Inteli386モード)の3つのモードを切り換えながら，従来のDOSアプリケー

ションに対する下住互換性も堅持していた。このWindows3.0からはノンプリエ
(36) 

ンプティブ方式ながらも援似的なマルチタスクが実現され， PCの実用性も格段に

向上した。 1992年から Windowsのパージョンは3.1へとさらに進み，処理速度の向

上やWindows実行環境からリアルモードを切り捨てるなどが行われた。

このWindows3シリーズの爆発的な普及により， IBMとIBM・PC互換機ベン

ダーの PC市場での戦いは，従来とは異なる局面へと移行し始めていた。マイクロソ

フトの方策により， Windows上では純正IBM・PCとその互換機の差異が排除され，

ハードウェア・プラットフォームのアプリケーションに対する影響力はDOSの時

代よりも確実に薄れていた。この結果として， Windows対応のアプリケーションが

増加すればするほど， PC市場における「純正IBM-PCJのブランド力は著しく低下

し，その反対に互換機の地位は飛躍的に向上した。主要なビジネス用アプリケーシ

ョンソフトがWindows化の対応を終えた頃には，購入者にとってrpcニWindows
機」であることが最大の関心事となっていた。日本でも独自のハードウェア・プラ

ットフォームにより圏内市場を制していた NECのPC・9800シリーズが， Windows 

により同様に優位性を無効化された。これ以降，NECは苦戦を強いられ，やがて PC-

9800シリーズは消滅することになる。

表7はWindows3シリーズ期にみる PC市場の状況を示すものである。 PC市場
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表7 Windows 3シリーズ期にみる事業戦略

過程 段階(IBM) 段階(Microsoft) 段階(競合他社)

ドミナント・デザイン o O O 

ロ 将来へのコスト ム O O 
‘Y 

ク サンクコスト O O ム
イ
ン ネットワーク外部性 ム 。 O 

競合企業のロックアウト × o × 

業界標準 ム 。 O 

システム・ロックイン × O O 

(上表における IBMの対象はPS/2)

での復権を求めていたIBMは強力なドミナン・デザインを図っていた。 PS/2では

次世代の業界標準となる新たな規格を提唱するよりも， PC/ATから距離を置くこ

とにより，技術的な独占力を高め，互換機ベンダーを強権的に支配下に置こうと試

みた。結局，このドミナント・デザインは失敗に終わりそして Windows3シリー

ズの登場と普及も相まって， PC/AT互換機勢のドミナント・デザインを後押しする

ような反作用として働いた。他方で，マイクロソフトは， IBMのためだけにWin-

dowsを供給するのではなく，反対勢力であった PC/AT互換機ベンダーへの協力

や支援を惜しまなかった。そして，この PC市場における IBMと互換機ベンダーの

激しい戦いは， Windowsの販売総数を実践耳間内で飛躍的に伸ばす作用として働い

た。マイクロソフトはDOS時代とは全く異なる方策を採ることにより，他の OSメ

ーカーを完全に制圧し， Windowsのデファクトスタンダードの地位を確立した。マ

イクロソフトの歴史の中において，これがシステム・ロックインの始まりともなっ

た。

6 Windowsにみるマイクロソフトのロックイン戦略

1987年， IBMとマイクロソフトの共同開発により， PC-DOSの正統な後継OSと

なる OS/2(Version 1.0)が発表された。この OS/2はPS/2向けに開発され， PC 

用の OSとしては初めてプロテクトモード，仮想記憶，プリエンプテイブ・マルチタ
(38) 

スクなども採用していた。ただい前述したように，この時期から PC市場は混迷

期に入り， IBMはPS/2から PC事業戦略を大きく変更し始めていた。IBMとマイ
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クロソフトの関係についても，一見すると PC-DOSの共同開発時と同様に映った

が， IBMはマイクロソフトに対しても以前のように寛容な姿勢を示すことはなし

特に OS/2の仕様については強権的な排他主義を貫こうとしていた。 IBMはPS/2

とOS/2というハードとソフトの両側面において非オープンアーキテクチャを採る

ことにより， PC市場に台頭してきた PC/AT互換機ベンダーの勢力を一気に押さ

え込もうとしていた。このIBMの戦略転換に危機感を抱いたマイクロソフトは，

OS/2のパージョン1.2を最後に OS/2の共同開発から退き， Windowsの開発に専

念した。

Windows3シリーズの成功により，マイクロソフトは IBMとの関係への依存度

を大きく引き下げることに既に成功していた。その一方で，マイクロソフトはIBM

との OS/2の共同開発から手を退いた代償として，それ以降はIBMとその OS/2か

らの標的にされることは間違いなかった。このため，マイクロソフトは次世代の32

ビット OSを完全な自社開発とすることを余儀なくされた。この時点から，マイクロ

ソフトはそれまでのコンビュータ史に前例のないほどの複雑な OS開発戦略を採択

した。

図6はその当時のマイクロソフトの新OSへの移行戦略の概要を示すものだが，

マイクロソフトは二つの新OSとWindows3シリーズ，ほぽ同時期に三つもの OS

を併行的に研究開発していたことになる。Windows3シリーズの開発と併行して行

われていた OS/2への開発作業は， IBMとの共同開発から退いた後にコードネーム

rWNTJへと姿を変えていた。また， Windows 3シリーズの開発が一区切りを向か

えた頃には，マイクロソフトはWindows4.0への開発(コードネーム rChicagoJ)

にも着手していた。後に，これら二つの OSはWindows95とWindowsNTとし

て市場に投入されることになる。この当時に「巨人」と称されていたIBMですら

も， OS/2の開発に苦心していたことを考慮に入れれば，この当時のマイクロソフト

旧os 新 OS(互換) 来斤os
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図6 新osへの移行戦略(3種類のWindows)
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は驚異的な開発力を有していたことになろう。

マイクロソフトはインターフェイス層の利点を最大活用し， Windows3シリーズ

市場のユーザーを巧みにロックインしたまま， Windows 95とWindowsNTへと

世代交代を進め，さらに対象となる市場までも拡大しようとしていた。 Windows3 

シリーズとその豊富な対応アプリケーションに関する利用者のラーニング・ロック

イン効果が高ければ高いほど，従来技術への過剰慣性も働くために，新たなosや他
のosへの移行を促すことは容易ではない。ところが，マイクロソフトはラーニン
グ・ロックインを過剰慣性として作用させず，むしろ Windowsシリーズ全体に対し

て働くように慎重に対応することに努めた。 osが32ビット化されたWindows95 
についても，旧シリーズ向けのアプリケーション動作を原則的に認め，ユーザーが

望む場合は，慣れ親しんで、いたWindows3シリーズの UIを継続使用することがで

きるような配慮もなされていた。

加えて，一般的なWindows3シリーズのユーザーにとっては課題となっていた

周辺機器や拡張カードなどの使用についても， rPnP (Plug and Play) Jを導入し，

この課題の解決へと大きく前進させた。この PnPの導入により， Windows 95向け

に膨大な数の周辺機器と拡張カードが発売されようになり， Windows 95はIT業

界から幅広い指示を得ることとなった。

ソフトウェア・ベンダーについても， Win 16環境向けのアプリケーションはWin

32 APIへと容易に移行可能な上に， 32ピット化による様々な制限からの開放やUI

の高度化などの魅力もあり，自ら積極的にWin32環境への移行を進めた。 Win-

dows 95は空前の大ヒットosとなるが，これによってマイクロソフトは主要アプ

表8 Windows 95/ NT期にみる事業戦略

過程 段階(IBM) 段階(Microsoft) 段階(競合他社)

ドミナント・デザイン 。 。 O 

ロ 将来へのコスト ム O O 、y

ク サンクコスト × O O 
イ
ン ネットワーク外部性 × 。 O 

競合企業のロックアウト × 。 × 

業界標準 × 。 O 

システム・ロックイン × 。 O 

(上表における IBMの対象はPS/2とoS/2の組み合わせ)
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リケーションのWin32環境への移行を短期間に果たし，もう一つのWindows

(NT)への円滑な移行準備も整えていた。

表 8を使用して， Windows 95/ NT期にみる PC市場の状況についてまとめた。

IBMはOS/2による強大なドミナント・デザインを描いてみたものの，このあまり

にも強権的なロックアウト戦略に対して，パートナー企業であったマイクロソフト

や Intelからも距離を置かれるようになり， IBMのPC市場における孤立は次第に

強まっていった。 PC市場における IBMの競争者の中には， Compaq， HP， DELL 

などの強力な企業も現れ， IBMの孤立を見逃すことなく，マイクロソフトと Intel

を自陣へと引き入れ，攻勢に転じていった。

IBMのPC事業からの撤退

IBMのPS/2や OS/2が必ずしも技術的に劣っていたわけではなく，販売数的に

大きく伸び悩んで、いたわけでもない。表9の1994年時のデータを参考にしても，1994

年度のIBMはCompaqに次いで世界第二位の PC出荷台数を記録しており，販売

数的に不振な状況下にあったわけではない。しかし，表9の世界市場で、の出荷台数

(総数は4652万台)が示すように， IBM一社の統制下により管理できるような市場規

模では既になくなっていた。 PC/AT，PS/2や OS/2による IBMの事業戦略によっ

て得られた約390万台にも上るパソコン出荷台数は，低い数値ではないが，相対的に

観ても， PC市場はあまりにも急激に拡大していた。

OS/2がいかに優れた OSであったとしても， IBMのPS/2のハードウェアアー

キテクチャをこの中心に据えた上に， IBMのハードウェアと周辺装置・周辺機器を

最優先にした仕様では， PC/AT互換機ベンダーからの支持はもちろん得られず，パ

表9 1994年における世界のパソコン出荷台数 (4652万台)のメーカー別市場シェア(42)

コンビュータメーカー名 市場シェア

Compaq 10.3% 

IBM 8.5% 

Apple 8.4% 

Packard Bell 4.9% 

NEC 4.0% 

その他 63.8% 
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ートナーであったはずのマイクロソフトやIntelからの支持さえも十分には得られ

なかった。また， IBMの得意とする(古典的な)ロックアウト戦略も，膨張した PC

市場では既に十分に作用するものではなかった。IBMは従来からの顧客層を継続的

にロックインすることはできたとしても， IBM単独の力だけでは，もはやPC市場

の一割にも満たない程度の影響力と存在でしかなかった。

反対に，マイクロソフトは OS専業メーカーであるがゆえに， IBMと扶を別けた

時点から，従来のような特定ベンダーのためだけに OSを開発するよりも，拡大を続

ける PC市場全体から支持を得られるような OSの開発やサポートを提供する道を

選択した。コードネーム rWNTJの開発では OS/2開発時に得た経験を最大限に活

用しながら，対応可能な CPUプラットフォームの多様化や多重処理などにも取り

組み，可能な限り多くのITベンダーを支援しながら，この新OSへの支持基盤を入

念に作り上げていった。

これまでに検証してきたように， IBMの戦略ポジションは，プロダクトのエコノ

ミクスに重点を置くベスト・プロダクト戦略ではなく，顧客のエコノミクスや顧客

の経験に重点を置いたカスタマー・ソリューション戦略である。汎用機市場におけ

るIBMの独占的な地位のために，一見すると， IBMは市場シェアや売上高を最優

先にしているかのようにも映る。しかし，本稿中の 2から 4において詳説したよう

に， IBMの顧客ロックインと競合他社のロックアウトの最終目的は，顧客環境の独

占であり，この積重ねが市場シェアを下支えしているのである。

一方で、， PC市場にみる PS/2とOS/2の失敗は， IBMの支配していた旧来のビジ

ネスコンビュータ市場におけるカスタマー・ソリューション戦略を PC市場に対し

てそのまま垂直統合的に適用を試みたことである。この時の PC市場には既にベス

ト・プロダクト戦略をとる多くの大手ベンダーが存在しており， IBMの発した強権

的なロックアウト戦略に対して激しい抵抗を示し，マイクロソフトと Intelを後ろ

盾に，積極的に対抗製品を送り出した。こうして，巨大化する PC市場において，

IBMは自ら孤立の道を歩んだ。この後からわずか10年の聞に， PS/2とOS/2は業界

標準の地位を得ないままに消え去り， 2005年， IBMは中国企業レノボへPC部門の

売却を行うことを発表した。

マイクロソフトのシステム・ロックイン戦略

マイクロソフトがシステム・ロックインを意図的に戦略中に反映させようとして

いたかどうかについて，その詳細を知ることはできない。しかし， IBMとの PCビ

ジネスの経験の中で，自社の繁栄が他社の繁栄によってもたらされることを熟知し



42 

売上高

広島経済大学経済研究論集第29巻第2・3号

;パソコン販売台数第一位の企業A

ロングテール化

ノに
¥，..L ¥ 

・・.....砂

ABCD … コンピュータメーカー(販売台数順位別)
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ていたはずであるし，その繁栄が一社のITベンダーの独裁であってはならないこ

とも， IBMとの共同事業を通して学んだはずで、ある。

結果論となるかもしれないが，マイクロソフトのシステム・ロックイン戦略は，

それまでのコンビュータ市場で作用していたパレートの法則を打破し， PC市場を

ロングテール化させたことになる(図 7を参照)。

マイクロソフトや Intelのような専業メーカーにとって， IBMやCompaq，ある

いは巨大ベンダー数社により PC市場全体のシェアを独占されるよりも， PC市場

を顕著なロングテール現象へと導くほうが好ましいことに疑いはない。パレートの

法則の作用している市場では，キープレイヤーたちのパワーゲームに巻き込まれる

ことは避けられず，また一部のキープレイヤーが暴走を始めないとも限らない。マ

イクロソフトと Intelは協同開発を進める中で，時には Compaqを支援し，そして

時には必要に応じて HP，DELL， Gatewayなども支援し，また新興勢力の育成と

成長を促すような努力も怠らなかった。表10は2005年度の世界市場におけるベンダ

ー別のトップシェア 5社の PC出荷台数とシェアを示すものであるが， トップ5の

総シェアよりも残りのシェアの方が高く，典型的なロングテール現象を示している。

このような状態において，例えば，首位の立場にある企業がIBMの採ったようなロ

ックアウト戦略を単独，または数社と共に試みたとしても，あるいはマイクロソフ

ト製以外の新たなosを採用するような動きを採ったとしても，マイクロソフトの
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表10 2005年，世界パソコン市場ベンダー別出荷台数(暫定値，単位:千台)

2005年 2005年 2004年 2004年 2005年

出荷台数 シェア(%) 出荷台数 シェア(%) 対前年

成長率(%)

デル 36，764 16.8 31，009 16.4 18.6 

ヒューレット・ノfッカード 31，792 14.5 27，623 14.6 15.1 

レノボ、(45) 15，054 6.9 12，937 6.8 16.4 

エイサー 10，154 4.6 6，425 3.4 58.1 

富士通/富士通シーメンス 8，326 3.8 7.144 3.8 16.5 

その他 116，443 53.3 104，401 55.1 11.5 

世界市場合計 218，533 100.0 189，539 100.。 15.3 

(出戸庁:Gartner Dataquest(46)， 2006.) 

市場における優住性は直ちに脅かされるものではない。

システム・ロックイン戦略を採る場合には，顧客はもちろん市場中に存在してい

るわけだが，それ以上に補完者(Complementors)の固い込みに重点を置く。例え

ば，表10中のシェア首住に位置する DELLや4位のエイサーはマイクロソフトの強

力な補完者である。 HPとの合併により，社名はHPとなってしまったが， Compaq 

もまたマイクロソフトの強力な補完者であった。DELLやCompaqらがPC市場に

おいて活躍し，高業/積を上げれば，マイクロソフトは自動的にPC市場からの顧客を

得ることになる。

これはマイクロソフトがPC市場における最終的な購入者(消費者)へのロックイ

ンを軽視していることを意味するもので、はない。実際に， Office製品群やWindows

のUIなどによる強力なラーニング・ロックイン戦略も採っているが，このような直

接的に消費者を固い込むようなロックインだけでは卜分とは言えないので、ある。マ

イクロソフト製品の全使用者がマイクロソフトの愛好家ではなく，同様に支持者で

もない。しかし， DELL， HP，東芝， NECなどのPCの購入者は自動的にマイクロ

ソフト製品の購入者にもなる。マイクロソフトのシステム・ロックイン戦略とは，

常に補完者を増加させ，その育成を行い，自社製品の使用者を増加させる。同時に，

マイクロソフト製品の使用者に対しては，補完者と共同によりサポートも行う。数

年に渡る使用経過を経て，マイクロソフト製品使用者にサンクコストや将来へのコ
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ストなどのロックイン・ドライパーが作用し始めれば，使用者がマイクロソフトに

対して特別な嫌悪感を抱いていないかぎり，この使用者に対しでもロックイン効果

は十分に浸透している。

7 相反するこつ戦略

IBMによるビジネスコンビュータ市場の圧倒的な独占は， S/360シリーズという

先進的なコンビュータ開発への挑戦，そして優れた販売戦略，これら二つの両輪を

基に成されたものであった。 S/360はコンビュータとしての最高レベルを目指して

開発されたもので、はなかったが，他のコンビュータメーカーよりも早期に将来のビ

ジネスコンビュータ市場に目を向けものであった。この S/360が実際に卓越したビ

ジネスコンビュータであったかどうかについては議論の余地を残こしているが，

IBMという企業の顧客に対するプレゼンテーション能力の高さについては疑問の

余地もない。顧客価値の取り込みと独自のコンセプトの提案により，競合他社の商

品群との聞に明瞭な差別化を図り，当時のIBMの販売部門の強さと相まって，驚異

的な速度でビジネスコンビュータ市場を形成していった。つまり，換言すれば， IBM

の有していた法人顧客に対する強力なプレゼンテーション力とロックアウト戦略の

中でS/360シリーズが花聞き， IBMの一時代を築き上げる礎になったとも言えよ

つ。

IBMが現在においてもビジネスコンビュータ市場の巨人の一人であることにつ

いては今も変わりない。単に，ビジネスコンビュータ市場(PCやサーバなどを含む)

があまりにも巨大に膨張し，今や汎用機市場はその中の一部にしかすぎないだけで

ある。汎用機市場において， IBMは現在でも強力なプレゼンテーション力を有して

おり，日本市場を除けば，この市場でIBMを脅かす企業は存在せず，完壁なロック

アウト状態を維持することに成功している。汎用機を使用する限りにおいては，顧

客はIBMの戦略の上でIBMの主導による情報システム開発と運用を継続するし

かない。

図8は顧客の情報環境基盤におけるハードウェアの独自性と情報システムに係わ

るソフトウェア開発への袖占力の関係を示すものであり，ハードウェアの独自性が

高ければ高いほど，ソフトウェア開発への独占力も強まることを示すものである。

IBMはS/360とS/370を基盤に独自のカスタマー・ソリューションを提供し，ロッ

クアウトとロックインの両方が強力に作用する顧客環境と市場を完全に築き上げた。

このような状況下では，競争論中に関われるような「経済性」は愚問化してしまう。
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{民 ハードウェアの独自性 高

(ハード、ウェアのオープン性が高し、) (ノ、ードウェアの独自性が高L、)

ほぼ比例関係、

イ丘 ソフトウェア開発への独占力 両

(ソフトウェア開発への独占カが低し、) (ソフトウェア開発への独占力が高し、)

図8 ハードウェアの独自性とソフトウェア開発の関係

IBMの提供するカスタマー・ソリューションを拒否するのであれば，他社の IBM互

換機(汎用機)に移行するか， もしくはサーバベースのシステム運用にシフトする

以外に有効な解決方法は見当たらない。ただし，前者の解を求めたとして，図8の

法則から逃れられるわけではなく，カスタマー・ソリューションを提供する企業が

IBMから他社に変わるだけあり，経済性の大幅な改善を得られるわけではない。

マイクロソフトの提示するソリューションは IBMの汎用機ビジネスにおけるそ

れとはほぽ正反対に位置する。マイクロソフトは， OSがDOSから Windowsへと

移行し， Windowsのパージョンが進展していく過程において，各ITベンダ一泊自

のロックイン戦略が顧客に対して強く作用し難い市場構造を築き上げた。図 9は顧

客の情報環境基盤におけるデファクトスタンダード性とロックイン耐性の関係を示

すものである。デファクトスタンダード性とは，ハードウェア， Windowsのような

OS，ミドルウェア，開発ツールなどの基本構成要素の全てに関する業界標準度の高

低を表すものである。ハードウェアとソフトウェアの両面において，デファクトス

タンダード技術が使用されている割合が高いほど，ポジションが右寄りの位置へ移

動する。ロックイン耐性とは，顧客のロックインへの耐性の高低を表すものである。

マイクロソフトはその業界標準の地位を利用し，キープロダクトを独占している

との非難も受けるが，現実には， ITベンダーのロックイン戦略から顧客のシステム

低 デファクトスタンダード性 両

(デ、ファクトスタンダ、ード、性が低い) (デ、ファクトスタンダード性が高し、)

ほぼ比例関係

{底 ロックイン耐性 高

(ロックイン耐性が低い) (ロックイン耐性が高い)

図9 デファクトスタンダード性とロックイン耐性の関係
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環境を守る重要な役割も果たしている。大手ITベンダーの提供するカスタマー・ソ

リューションの基盤技術の中には，マイクロソフトの提供するシステム開発環境や

システム実行環境を無効化するような仕組みを有し，顧客システムの独占を狙うも

のも少なくない。このため，潜在的脅威を有する新製品(将来的なキーテクノロジ

ー)に対して，マイクロソフトは必ず対抗製品を提示してきた。マイクロソフトが

ロックアウト戦略上にイノベーション技術を配置させていることも事実であるが，

この一方で，マイクロソフト製品がITベンダー・ロックインへの中和剤として顧客

システム環境おいて重要な働きを果たしていることもまた重要な事実である。図 9

に示すデファクトスタンダード性について十分に理解し，ロックイン耐性を維持し

ておけば，常に顧客の固い込みを狙う ITベンダーに対する障壁的な機能のーっと

して作用する。

7 おわりに

過去において IBMの採用してきたロックインとロックアウトの両戦略は極めて

古典的なアプローチではあるが，実行性も高く，その効力も明確で、あった。 IBMに

限らず，大多数のベンダーがこの戦略を積極的に採用し，市場での独占的な地位の

確立を試みてきた。図10に示すように， IBMはカスタマー・ソリューションの戦略

ポジションを貫く企業であり，本稿中の2でも説明してきたように，この姿勢はビ

ジネスコンビュータ市場の創生期から変化していない。このカスタマー・ソリュー

IBM(汎用機)

くカスタマー・ツリューション〉

〈システム・ロックイン〉

IBM(PC) 

マイクロソフト(2000年代)

InteJ(1980年代)

全立盟主土E
• 1990年代

金♀盟立主{i;

Compaq (1990年代前半)

〈ペスト・プロダクト〉
HP Compaq (2000年代)

図10 ITベンダーの戦略ポジションとその変移
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ション寄りの戦略ポジションをとる企業は，同様の戦略ポジションをとる競合企業

と激しく衝突する。ITのようにネットワーク外部性の強く作用する市場では複数の

ソリューションが共存共栄することはなく，一方的な勝者だけが残る。 IBMの本来

の戦略ポジションは，図10中の[・IBM(汎用機)]であり.PC市場の始動期にお

いてもこの戦略ポジションを確立できていれば，現在の PC市場は全く異なる様相

となっていたかもしれない。

「失策」と称するには議論の余地も残すが.PC市場の始動期における IBMの戦

略ポジションは図10中の[企IBM(PC)]の位置にあった。本稿中の5でも解説し

たように.IBMはPC市場の始動期において出遅れ，この出遅れの緊急回復策とし

て，一時的に戦略ポジションをこの位置へシフトさせた。そして，この後に Compaq

やDELLなどのベスト・プロダクトの戦略ポジションをとる企業の台頭を許し，マ

イクロソフトと Intelに現在の戦略ポジションへ移行する機会を与えてしまった。

IBMがもし本来の戦略ポジションを堅守できていれば，新興勢力を生む土壌は存在

しえなかったはずで、ある。例えば.DELLのように「ベスト・プロダクト」に属す

る企業は.IBMに対抗可能な独自かっトータルなカスタマー・ソリューションを作

り出す能力を有していない。それにもかかわらず，ハードウェア・プラットフォー

ムについてはIntel.基本ソフトウェアについてはマイクロソフト，そして Win-

dows対応のアプリケーションの力に依存しながら，ビジネスコンビュータ市場に

おいて巨大な総合ITベンダー(カスタマー・ソリューションの戦略ポジション)を

相手に互角の戦いを続けている。

マイクロソフトによるシステム・ロックイン戦略は極めて複雑かつ高度であり，

最初から意図的に採用されたものとは考え難い。IBMとの関係から得られた業界標

準の地位を最大限に活かし，時間経過の中で現在のシステム・ロックイン戦略が作

用する仕組みを構築したものと推察される。マイクロソフトに対して攻撃的な戦略

をとる ITベンダー(大手メーカー)も数多く存在するが，顕著なロングテール化現

象を示す現在の市場では，マイクロソフトやIntelに対する有効な攻略法を見出す

ことは容易で、はない。

IBMに代表されるカスタマー・ソリューションの戦略ポジションに位置する大手

ITベンダーとは異なり，ベスト・プロダクトのポジションに位置する ITベンダー

の大多数がマイクロソフトと Intelからの技術供給を背景に成長を遂げてきた。現

状では.Windows市場における PC平均単価は著しく下落し，特にグローパル・ベ

ンダーは苦戦を強いられている。また，サーバ市場においても IA(Intel Architec-

ture)比率が徐々に高まりつつあり，サーバ平均単価(出荷金額/出荷台数)も下落
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を続けている。 これは，大多数のITベンダーにとってハードウェア製品は既に収

益源泉ではないことを示唆している。つまり，これは同時に， ITベンダーにとっ

て， OSも含めたハードウェア製品のロックイン・ツールとしての直接的な価値と効

力は既に大きく低下していることを示唆するものでもある。

?王

(1) 井出和之， rWHITEPAPER: BSOによる IT投資の改革J，IDC， September， 2005， 
p.2. 

(2) 総務省情報通信政策局情報通信経済室， r企業における IT活用調査一企業経営におけ
るITの戦略的活用の実態と競争力向上に向けて-J， 2003年3月， pp.27-29. 
(3) Ibid， p.28. 

(4) Ibid， p.32. 

(5) URL: http://www.ciojp.com/contents/?id = 00002818; t = 5 

(6) コストの対象とはなるが，収益貢献の対象とはならない部門を意味する。

(7) 投資額の分母と投資効果の分子を投資対効果の指標とする考えである。

(8) 一般的にはメーカーとベンダーとを使い分けるが， IT業界ではメーカーの大多数が

ベンダーでもあり，またノ、ードウェア，ソフトウェア，サービスの三分野の事業者が複

雑に係わり合うために， IT業界全体の動向に影響を与え得るような大手企業を商慣習

的に rITベンダーJと呼んで、いる。本稿中におけるfITベンダー」の用法もこれに準
じている。

(9) ITマネジメントに関する用語であり，顧客が特定ITベンダーにロックインされてし

まった状況を表す。

(10) Hax and Wilde (1999) 

(11) 参考文献中のWernerfeltや Barneyらに代表される。

ω これら複数の戦略フレームワークと学派が共存できたのも，このいずれにも課題と未
完成な面が残るためである。

(13) レミントンランド杜とスペリー社は1955年に合併し， rスペリーランド」となったO

(14) Delamarter (1986) 

(15) OSという概念と用語が実際に使われるようになったのは System/360からであった。

同 デルタモデルの詳細については，参考文献中の HaxとWildeの‘'TheDelta Project: 

Discovering N ew Sources of Profitability in a N etwor ked Economy"を参考にしてい

ただきたい。

(1り 正確には“customerbonding in a continuum" (デルタモデル中では“thebonding 

continuum")となる。顧客と企業が強固な結び付きのある関係を築くこと(ボンデイン

グ)であり，同時に，この顧客との関係強化は非断続的かつ順続的なステージ進行を経

る。この最終段階ではポジティブフィードパックを含めたシステム・ロックインの総体

効果を得ることができる。この語を「紳の連続性Jとする訳書もあるようだが，この語
訳では原意からあまりにかけ離れてしまっているため，本稿中ではカタカナ表記とする

ことにした。



デルタモデルによる ITベンダー・ロックインとその外的要因の検証 49 

(18) 顧客ニーズに適う幅広い製品やサービスを提供し，顧客との関係管理に重点を置く戦

略オプションである。

(19) 従来の競争戦略の延長線上にある戦略オプションであり，主に低コスト化や差別化を

d.fiうものである。

(20) デルタモデルの特徴的な戦略オプションでもあり，概念的にも最も新しい。製品や顧

客などという狭い範囲に限定せず，重要な参加者を全て考慮に入れた上で，全体の要素

を一つのシステムとして機能させようとする。

(21) デルタモデルの中では， ドミナント・デザイン (Abernathyand Utterback， 1978) 

は顧客のロックインの前段階にすぎず，顧客のロックインと競合企業のロックアウトを

経た後に，業界標準の安定化を図る段階となる。ただし，これらの段階は非断続的かっ

順続的に進行するものだが，各段階の聞に明確な境界線が存在しているわけではない。

仰 ここでは詳細なロックイン効果の分類法を要するわけではないため，概念的な大分類

に適したロックイン・ドライパー(中川 etal.リ 2001)を採用することとした。

側 それまでのコンビュータは，機種間でさえも互換性に欠けており，個々の機種がそれ

ぞれ特定業務向けの専用コンビュータであった。

凶 この当時には rIBM(白雪姫)と 7人の小人」とも喰えられていた。

間 Amdahlの経歴や活動の詳細については，参考文献中のRodengenの著書を参考にし
ていただ、きたい。

側 この当時は大規模システム開発向けのプロジェクト管理やツールが存在しておらず，

System/360シリーズのリリースは難航し，結果的に不完全なままでリリースされた。

OS/360に関わる開発プロジェクトの詳細については参考文献中の Brookes(1975)を参

考にしていただきたい。

間 コンビュータ史的な資料では， System/360におけるシリーズモデルの完成度はそれ

ほど重要視されていない。

側 Mercer，p.67. 

側 このソフトウェア開発プロジェクトを率いていた Brookesは，後に著書“TheMythi-

cal Man Month"の中でこの当時を振り返りながら，r遅れているソフトウェアプロジェ
クトへの要員追加はさらに遅らせるだけJという名言を記し，これはソフトウェア工学
の世界を中心として「ブルックスの法則」として広く知られるようになる。

側 Mercer，p.67. 

(31) 本来はラインアップを揃えるニーズに沿うものであるが，ここでは(まだ未発表の)

次世代のシリーズに対する期待へのロックイン効果を意味する。

(32) 学習や学習効果に係わるロックインである。

(33) ネットワーク外部性が作用し始めたとはいえ，汎用機製品の価格とその導入費用がネ

ックとなり，販売数量を桁違いに押し上げるような強い作用として働くことはなかっ

た。

(34) この頃になると汎用機市場においても IBM互換機が登場し始め，ロックアウトのた

めには法的な対抗措置も必要となり始めた。

岡 これらの詳細については参考文献中のMercerを参考にしていただきたい。

側 タイムシェアリング方式によるプリエンプティブなマルチタスクとは異なり，複数の

タスクが順次処理されるにすぎない。ただし，各実行タスクが非常に短い時間のみCPU

を占有し，この後に OSへ一時的に制御を返しながら，複数のタスクを実行することに
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より，利用者からはあたかも複数のタスクが同時実行されているかのように映る。

間 たた、し，これはWindowsの実行環境においてのみであり，従来のDOS環境に変更が

加えられたわけではなかった。

側 1.0はGUI未搭載であったが，同年中にはGUIを搭載するパージョンアップも行わ

れた。

側 この OS/2の仕様に関する IBMとマイクロソフトの争いについては，参考文献中の

Zacharyの著書にもこの経緯などが詳細に記されているため，参考にしていただきた
L 、。

同 Windows3シリーズの性能向上のためにはMS-DOSの改良にも取り組む必要があ

ったため，実際には四つの OSを同時に対象としていたことになる。

包1) PCに周辺機器や拡張カードなどを新たに接続した際に機器の設定を自動的に行う仕

組みのことである。ただい同業他社の類似の仕組みとは異なり， PnPの仕組みはサー

ドパーティ製の接続装置や機器を柔軟に受け入れる。

凶 日本電子計算機株式会社 DECCコンビュータノート 1995年版.l.1995， p.149. 

側初期のWindowsNTではIntelのプロセッサーに限定されず，他に MIPS，Alpha， 

PowerPCなどの CPUとその各ノ、ードウェア・プラットフォームにも対応していた。

同 2005年5月1日， IBMから fLenovo，IBMのPC事業の買収を完了」のプレスリリ

ースが発表された。

(URL:http://www-06.ibm.com/jp/press/20050501001. html) 

側 中国のレノボ・グループによる17億5000万ドルを投じたIBMのPC部門買収は2005

年5月に完了し，世界第3位の PCメーカーが誕生した。ただし， 2004年度のIBM出荷

台数からみれば，事実上， 2005年度のデータにつでもその大多数がIBMのPC出荷台数

であろう。

側 GartnerDataquest， Gartner Says EMEA Region Became Largest PC Market in 

the W orld Based on Unit Shipments in 2005， J anuary， 2006. 
(URL:http://www.gartner.com/press_releases/ asset_14358Lll.html) 

間 Haxand Wilde (2001. pp.81-88) 

側 富士通や日立製作所のようなIBM汎用機の互換機ベンダーでさえも，システムレベ

ルの互換性を完全に保証できていたわけではない。

同 オープンソース技術とは全く異なる点には注意していただきたい。オープンソース技

術がロックイン耐性を高めることはない。

側 このような大手ITベンダーはマイクロソフトの独占を常に非難しながら，顧客の獲

得とロックインの機会をー窺っているo

側 Gartner は2004年にこのような厳しい状況を踏まえ， 2007年には PCベンダー上位10

社中から 3社は撤退すると予見していた。

(URL:http://www.gartner.co.jp/press/pr20041130-01. pdf非search=%22%E3%83% 

91%E3%82%BD%E3%82%B3%E3%83%B3%20%E4%BD%8E%E5%88%A9% 

E7%9B%8A%E7%8E%87%E5%8C%96%20PDF%22) 

同 Intelの資料「過去10年間の圏内サーバ出荷台数」と「過去10年間のサーバ出荷金額」

を参照。

(URL:http://www.intel.co.jp/jp/business/japan/server/itanium2/growth/mar・

ket2006/index.htm) 
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側 ただし， DELLのように事業戦略をベスト・プロダクトに完全に特化し，収益性の改

善を実現する企業もある。
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